
　■ 市町村名 ： 須坂市
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妊娠・出産包括支援モデル事業 

モデル事業の名称 

 周産期のメンタルヘルス不調者が増えてきたことや、核家族化、祖父母の就労
や介護に伴い、家庭内で産後の育児支援ができない家庭が増えてきているなか、
平成２５年５月より県立須坂病院と須坂市・小布施町・高山村の三市町村が連携
して、「エジンバラ産後うつ病質問票」（以下、「ＥＰＤＳ」という）を導入し、産後うつ
病の早期発見や、事例検討会等を通して連携した支援の取り組みを始めました。
この取組みは、出産後早い時期から産婦の気持ちを把握し、支援を必要としてい
る産婦への早期支援につなげていくため、県立須坂病院では産科退院時と小児
科１か月健診時に、須坂市では新生児・乳児訪問時にEPDSを導入しました。 
 この基盤をもとに、妊娠・出産・育児の切れ目ない支援体制を構築し、妊産婦が
安心して子育てできる体制を整えるために、モデル事業に取り組みました。 
 市では保健師を母子保健コーディネーターとして配置し、母子健康手帳交付時
に全妊婦と面接を行い、妊娠期からの関わりを始め、支援を必要とする妊婦への
早期支援を実施し、子育てに関するサービスの情報提供を行いました。また、産
前からの継続した支援をするために、助産師による家庭訪問を実施し、妊産婦が
安心して妊娠・出産・育児ができる相談体制を整えました。 
 産後ケア事業は市民の利便性を考慮し、市内の医療機関に宿泊ケアとデイケア
の事業委託をし、母体管理や生活面での指導、授乳等の育児指導ができる体制
を整えてきました。 

事業の目的・概要 



①母子保健相談支援事業 

・母子保健コーディネーターを配置し、母子健康手帳交付時に全妊婦を対象に面

接を行い、妊婦の状況や思い等を把握し、必要に応じて子育てに関するサービ

スの情報提供を行う。 
・産後のＥＰＤＳの活用による連携した体制をもとに、平成26年11月からは面接
時にもＥＰＤＳの聞き取りを行い、支援を必要としている妊婦への早期支援を開
始した。 
・ケースの情報共有、対応方法の検討を行うため、周産期メンタルヘルス実務検
討会を実施。参集者は小児科・産科医師、小児科・産科助産師や看護師、市町
村保健師のほか、アドバイザーとして長野県精神保健福祉センター、国立成育
医療研究センター医師の参加していただき、月1回程度の開催。 

②産前産後サポート事業 
・子どもの成長や育児の不安に対し、助産師等が家庭訪問し相談支援を実施。 

③産後ケア事業 
・産後の母の体調不良や育児不安等に対し、助産所に入所し保健指導や育児に
関する指導の実施を行ってきたが、平成26年9月より市内病院に委託し、宿泊ケ
ア、デイケアを拡大した。 

実施内容 

①母子健康手帳交付時に全妊婦を対象に面接を実施したことで、今までは産
後に支援開始していたようなケースも早くから把握ができ、妊娠期から継続支援
をことができた。 
②産前産後サポート事業では、助産師による家庭訪問を実施し、母乳管理や授
乳指導などで、母の育児不安にそった相談支援を行った。 
③平成26年9月より市内の県立須坂病院を新たな産後ケア事業の委託先とし、
宿泊型とデイケア型の事業を開始した。この事業を委託するにあたり、利用者
が利用中に精神科の受診が必要となった場合に備え、協力医療機関の体制を
整えた。 
④出産場所で継続して産後ケア事業を受けられることで、母の不安に早急に対
応することができた。また、日中ひとりで子育てしている母の相談場所としてデイ
ケア型の利用も多くなり、利用しやすくなったと考える。 

事業効果 

今後の展開 

・すべての妊産婦が安心して妊娠・出産・育児
ができるよう、妊娠期から出産・育児までの総合
相談窓口を位置付け、広く周知していく。 
・妊娠出産に対しての不安や、家族支援が得ら
れない状況などに対応できるよう、産前産後サ
ポート体制の充実を図る。 


